倉庫業

リーマンショックの影響から荷動きは低下していたが、平成22年の1-3月期では、前年同月を上回りはじめた。ただ、荷動きが収益の増加にはつながっておらず、収入が伸び悩む中、各社はコスト削減に力を入れている。今後の見通しは不透明とする企業が多い。
業界の概要

倉庫は営業倉庫、農業倉庫、自家用倉庫、協同組合倉庫などに分類され、このうち営業倉庫を営むのが倉庫業である。営業倉庫は契約に基づき、会社や個人から預かった物品を保管するための倉庫で、事業を営むには国土交通大臣の登録が必要である。営業倉庫には農業、鉱業、製造業など幅広い産業の貨物を常温あるいは定温（10℃以上）で保管する普通倉庫と、食肉や水産物、冷凍食品などを保管する冷蔵倉庫（10℃以下）、原木を水面で保管する水面倉庫に分けられる。
倉庫業の主な業務は貨物の保管と入出庫に伴う荷役であり、倉庫料金は基本的に保管料と荷役料で構成される。また、多くの業者は倉庫業に付随して商品に値札をつけるといった流通加工業務を行っており、輸出入貨物を取り扱う業者で通関業務を請け負ったりすることもある。
平成14年の倉庫業法改正で許可制から登録制に変更され参入規制が緩和された。料金制度もそれまでの事前届出制から事後届出制に変更され、料金設定が自由化している。これにより貨物運送業者の倉庫業への参入が見られたとの指摘もある。
　大阪の地位
　大阪における倉庫業の歴史は、江戸時代の蔵屋敷にある。蔵屋敷は、物資の集散地点であり、各藩の米や各地の物品の販売が行われた。明治に入り、蔵屋敷が廃止されると保管機能としての倉庫業が営まれるようになった。
現在では、交通事情の変化などにより、大阪府内では茨木・高槻など内陸地域のインターチェンジ付近、大阪港、堺泉北港などの港頭地区といった交通の要衝に事業所が多く立地している。また近年は、大阪市内の港頭地区に外資系不動産開発会社が大規模な物流施設を建設するなど、ベイエリアへの立地が活発になっている。
　18年における大阪の倉庫業の事業所数は1,148（対全国比12.4％）で全国第１位、従業者数は18,564人（同11.7％）で第２位の規模である（総務省『事業所・企業統計調査』）。事業所のうち９割以上は従業者数50人を下回る中小規模で、大規模事業所はごく一部である。大阪で取扱いの多い品目は、「電気機械」や「その他の化学工業品」、「その他の日用品」、「織物製品」である（数量ベース、大阪倉庫協会調べ）。
大阪に立地する事業所は、普通倉庫を主として営むところが多い。以下、普通倉庫の動向を中心にみていく。

入庫、出庫高は増加
20年９月のリーマンショック以降、荷主であるメーカーの生産調整の影響を受け、原材料をはじめとした荷動きは鈍かった。22年に入って、その動きが鎮静化し、入出庫量が22年の1-3月期では、前年同月を上回り、改善の兆しが見られた。大阪府内での取扱いが多い「電気機械」、「その他の化学工業品」、「その他の日用品」の品目は、３月の入出庫量前年同月比で100％を超える回復を示してきた。これは、近畿圏での生産活動が活発になってきたことが要因として考えられる。

企業ヒアリングにおいても、リーマンショック後、化学品に底打ち感が見られるとの声も聞かれた。
収入の低下で収益は厳しい
荷主は、常に物流コスト削減要求を行っており、倉庫業者としては、値上げ交渉がしにくい状況にある。また、荷主の物流費があらかじめ予算化されていることで、倉庫業者への支払い原資には上限が設けられていることが多い。これらが、倉庫業者の収入低下をもたらす要因となっている。
倉庫業者の収入の一つである、荷役料は荷物の出し入れの作業に伴うものである。荷役料収入が低下すると作業員等の人件費がまかなえなくなるおそれがある。企業ヒアリングによると、荷役のように人が介する業務に関しては、荷主が複数の見積もりを取ることで相場を見極めていることが多く、同業者間の受注競争が激しくなっており、この部分では利益が出ないという。
次に保管料収入に関しては、保管残高が増加すれば収入増が見込まれる。しかしながら、荷主に在庫を減らす動きがあることで、取扱荷物が減る傾向にあり、その収入もまた減少傾向にあるという。

保管料収入の収益で荷役料の不足を補っている企業もあり、リーマンショック後の業界の収益状況は厳しい。

人件費を抑制
人員構成を鑑みて定期採用に加え定年延長を行うことで人員を増加させている企業もあったが、収益の停滞を受けたコスト削減のため、人件費抑制を行っている企業が多く、総じて正社員採用は低調である。人件費ののびを抑制するため、業務が多忙になれば、残業や非正規採用を増やすことで労働力不足をカバーしているだけでなく、欠員を非正規社員で埋めるケースもある。

既に雇用している人員については解雇等による人員削減までは行っていないものの、正社員の定期昇給停止や、業績低下に伴うボーナスの減額を行う事例もみられた。パート従業員についても時短による人件費節約だけでなく、交通費等の費用も精査することで人件費を見直している。

設備投資は低調
近年、外資系不動産開発会社による大型物流施設の建設がみられたが、今回のヒアリングでは、新設倉庫の建設という事案は聞かれず、各社のハード面の設備投資は維持・補修程度であった。積極的な投資がみられない背景には、リーマンショック前にすでに新設の倉庫を建設したことで投資に一服感がでているというケースもみられたが、大半は、設備投資をするほど受注が好調でないとするケースであった。
ソフト面の投資は、在庫管理やピッキング作業を容易にするといった理由から行われるケースはあったが、多くの企業では、基幹システムの更新を見送った等、活発ではないようである。
今後の見通しは不透明
各社とも倉庫業を取り巻く環境が好転するとは言いがたく、今後の見通しは不透明であるとしている。
収益が好調ではないため、今後の方向として、既存顧客に対する売上の減少を補うため新規顧客獲得に努める企業がみられる。例えば、中国に拠点を持つ企業では、現地の日系企業へのアプローチを進めることで、新たな顧客開拓を目指している。また、薬事法に対応して化粧品の物流業務等を行っている企業もみられた。
倉庫業とは異なる分野への進出を行うケースとして、駐輪場の運営や不動産を活用して家賃収入を得るようなケースもみられた。

もちろん、倉庫に保管している商品の中で動きのないもののデータを示すといった機能を提案するなど新たなサービスにより既存顧客との結びつきを深めているケースもみられた。

このように需要が低迷するなかでも、各社は多様化するニーズを背景に新たなビジネスチャンスへの対応に努めている。
（山本　桂宏）
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資料：総務省『平成18年事業所・企業統計調査』
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